
妊娠期から取り組む
子育て支援と虐待予防

所沢市こども支援課
こども相談センター

主幹（保健師） 美甘有利恵
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埼玉県立大学地域包括ケア推進セミナー 令和5年2月1０日



所沢市は、都心から３０ｋｍ

首都圏に位置する豊かな自然と

都市機能が調和した町であり

埼玉県南西部の都市として発展

⚫人口：34４,０７０人（男 169,810人、女174,260人）

⚫世帯数16７,３２９世帯

⚫18歳未満の児童数：47,２９６人

⚫令和３年度出生数：2,110人

【 令和4年12月末現在】

所沢市

所沢市の概要
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地区担当制
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保健師の組織体制

●市民医療センター…２人

保健師は
住民の身近
な健康問題に
取り組んで
います

●健康推進部…３９人
・保健医療課１

・国民健康保険課４

・保健センター健康づくり支援課３４

●福祉部…５人
・高齢者支援課３、介護保険課２

●こども未来部…７人
・こども支援課こども相談センター ⇒ 保健師４
・こども福祉課１ 事務職員3

・保育幼稚園課１、保育園1 家庭児童相談員６

心理士１

●総務部…１人
・職員課１
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○相談、養育環境等の調査、専門診断等（児童や家族への援助方針の検討・決定）
○一時保護、措置（里親委託、施設入所、在宅指導等）
○市区町村援助（市区町村相互間の連絡調整、情報提供等必要な援助） 等

所沢市子ども家庭総合支援拠点設置における連携・体制イメージ図

低
い

リ
ス
ク
の
程
度

高
い

児童相談所（一時保護所）

子育て世代包括支援センター かるがも
妊娠・出産・子育てに関する相談に対応。保健師や助産師に
よる、母子健康手帳の交付・面談の実施。全妊婦のリスクア
セスメントを実施します。

地区担当保健師
ハイリスク妊婦の支援、乳児家庭全戸訪問事業、乳幼児健康
診査等の母子保健事業を通じて妊娠期からの切れ目ない支援
を実施します。

ところっこ子育てサポート事業
子育てコンシェルジュによる育児
や子育てに関する相談や子育て支
援サービス・保育施設等の情報提
供を行い関係機関に支援をつなぎ

ます。

子も家庭総合支援拠点
で新たに取組むこと

・心理担当支援員による心
理アセスメント。困難事
例への専門的な支援

・子育て短期支援事業の実
施（ショートステイ）

・要保護児童等に関する情
報共有システムの活用

・連携会議の充実

関係機関が情報を共有し、連携して
対応します

要保護児童対策地域協議会

児童相談所 所沢警察署

保育所・幼稚園

埼玉西部消防局

狭山保健所 医師会・医療機関

学校・教育委員会

法務局

民生委員・児童委員社会福祉協議会

人権擁護委員子育て支援関係団体等

児童発達支援センター等、市役所関係機関

役割分担・連携を図りつつ、常に協働して支援を実施

こどもが心身ともに健やかに成長されるよう、子どもとその家庭及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握や
情報提供、家庭からの相談や調査、指導を行うとともに、関係機関との連携強化を図り、児童虐待の未然防止・
早期発見・早期対応について強化を図ります。

●子ども家庭総合支援拠点の業務内容
（１）子ども家庭支援全般に係る業務（家庭児童相談室を含む）

実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整（地域における子育て支援の様々な社会資源の活用）
（２）要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務

拠点が調整機関の主担当機関として、支援の一体性、連続性を担う
（３）関係機関との連絡調整（要保護児童対策地域協議会機能の活用）

児童相談所、地域における各種協議会等との連携、関係機関間の連絡調整
（４）その他の必要な支援（里親支援、解除後の支援等）

ところっこ子育てサポート事業（利用者支援事業）

子ども家庭総合支援拠点

こども支援課

こども支援センター

こども支援課こども相談センター
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妊娠期から子育て支援
母子保健事業

＊妊娠届出（母子健康手帳交付）
＊妊婦健康診査
＊産後ケア事業
＊乳児家庭全戸訪問事業
＊4か月児健康診査
＊離乳食教室
＊10か月児健康診査
＊1歳6か月児健康診査
＊2歳児歯科健康教室
＊3歳児健康診査
＊発育発達相談事業
＊電話相談

子育て支援事業

＊利用者支援事業
＊一時預かり事業
＊地域子育て支援拠点事業
＊ファミリーサポート事業
＊子育て短期支援事業
＊養育支援訪問事業
＊あそぼう会・育児教室
（公立保育園）
＊子育てサロン・講座
（まちづくりセンター事業）
＊おはなし会（図書館事業）

妊娠

出産

乳児

幼児

就学
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＊学校、保育所、認定こども園及び認可大保育施設から市町村又は児童相談所
への定期的な情報提供の指針

要保護児童対策地域協議会
要保護児童の適切な保護を図るために必要な情報の交換を行うとともに要保護児童等
に対する支援の内容に関する協議を行うもの（児童福祉法第25条の２）

代表者会議

各機関の代表者

実務者会議からの
活動状況報告評価
年1回開催

個別ケース検
討会議

各機関の担当者

現状把握、問題点
確認、情報共有、

支援方針と役割分
担 随時開催

実務者会議
進行管理部会

各機関の実務者

支援対象児童等の総
合的な把握、援助方
針の検討等
年14回開催
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令和4年度児童虐待防止対策関係機関研修会

参加者：要保護児童対策地域協議会実者会議進行管理部会委員他関係機関

関係機関

小学校（32） 地域型（22）

中学校（15） 認可外保育施設（35）

特別支援学校（2） 松原学園（１）

児童館（11） かしの木学園（１）

児童クラブ（41） こども支援センター（１）

公立・私立幼稚園（20） 発達支援エリア「マーガレット」（１）

認定こども園（8） 養育支援訪問事業（委託事業所３、登録保育士４）

公立保育園（19） 子育て短期支援事業（委託里親5）

私立保育園（37）
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ご清聴ありがとうございました。

10


